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1．はじめに 

本研究は、財団法人 日本建設情報総合センターの平成 15 年度研究助成によって行なわれ

たものである。 

建設プロジェクトでの生産性管理データは“工事歩掛（ぶがかり）”といった形で現場の技術

者達によって収集・分析されてきた。工事歩掛、すなわち生産性管理データは当該プロジェクト

のコスト管理やスケジュール管理を行う上で極めて重要なデータであり、このデータなくして的

確なプロジェクト管理は不可能となる。また、収集され、分析された生産性管理データは当該プ

ロジェクトの管理だけではなく、次期プロジェクトの施工計画の立案、積算等にも活用されるも

のであり、建設生産活動の基盤といってよい。生産性管理データの収集・分析は工事に携わる技

術者の最も基本的責務として捉えられてきた。しかしながら、近年、下請形態による分業化、専

業化の進行や“市場単価導入”といった事業環境の変化よって、生産性管理データの収集・分析

に対する重要性認識が急速に低下し始めている。生産性管理データに対する重要性認識低下は、

元請企業から下請企業への不当工事価各提示、ダンピング入札、施工計画の精度低下、工事管理

能力の低下といった様々な問題を生み出す原因となっている。 

先に述べたように、建設プロジェクトでの生産性管理データは現場の技術者達によって収集・

分析されてきたが、我が国では、一般に、現場の技術者達が個人データとして収集し、分析をお

こなっている状況にある。収集・分析の方法は一定のルールはあるものの、料学的裏付けを伴っ

た建設産業の共通システムとし確立されたものはない。 

本研究は、急速に発達する情報技術を用いて、迅速、かつ科学的根拠を持った信頼度の高い建

設プロジェクトの生産性管理データの収集・分析を可能にする方法論を見出すことを目的として

実施したものである。本研究の責任者である草柳俊二は、1980 年４月より約 1年半、建設マネジ

メントの研究のため、米国大手建設企業ブラウン＆ルーツ社に企業留学した。この問、当該建設

企業の生産性推進部門に属し、生産性向上プログラムの構築に取り組んだ。欧米先進諸国におい

ても、生産性管理データの収集・分析に関する研究が行われている。手法としては、本研究の基

礎的研究として位置づけたワークサンプリング等を用いた様々な試みが成されている。しかしな

がら、未だ、先端情報技術を活用した生産性管理データの収集と分析方法は確立されていない。 

本研究は情報技術を駆使し、労働者と建設機械の動向をリアルタイムで把握し、生産性管理デ

ータを自動的に収集・分析する方法を見出そうとするものである。この技術が確立することによ

って、我が国の建設産業が抱えている様々な問題の解決基盤を形成することができると考える。

信頬性のある生産性管理データの把握によって“適正な工事単価（Unit Price）”を見出すこと
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ができる。適正な工事単価が見出せれば、施工計画や積算精度の向上はもとより、元請企業か

ら下請企業への不当工事価各提示、異常低価格入札（ダンピング）等を定量的に分析することが

可能になる．また、契約上件の変化に伴う設計変更・追加清算の対応も論理性、透明性をもって

迅速におこなうことができる。信頼性のある生産性管埋データをリアルタイムに収集・分析する

ことが可能になると、生産性の変化、工事スピードの変化等が把握でき、工程管理の精度が向上

する。本研究によって導き出された技術は、日本の建設産業だけではなく、国際建設プロジェク

トにも活用できる。我が国の建設産業における国際競争力の向上につながることになる。 

 

2．建設プロジェクトの生産性管理 

2.1．見込生産業と受注生産業の生産性管理 

生産性管理の目的は「より高品質の製品を, いかに少ないコストで，速やかにかつ安定して生

産してゆくかを追求すること」であると云ってよい．建設プロジェクトにおいてもその本質は変

わらない。だが，同一製品を同一生産場所で定常的製造する見込生産型産業と、特注製品を顧客

の要求に応じて製作して行く見込再産業とでは生産性管理の位置付けがかなり異なってくる．建

設プロジェクトは受注生産の典型であり、単一製品をその都度異なる生産条件で作成するといっ

た条件で生産活動を行ってゆくものである。このために条件変化に対応して行ける柔軟な生産管

理体制が必要となる。 

一般に，生産工場における品質管理（Quality Control）は，製品の全製造過程を通して，品質の

維持・向上を達成するために必要な改善や改良をおこなっていく方法をとっている．これは，国

際品質保証規格 ISO-9000 シリーズのシステム構造にも反映されており，生産性管理 (Productivity 

Control)は品質管理の一部として捉えているといってよい. 一方，建設プロジェクトでは, 逆に品

質管理を生産性管理の一部として捉える形となる．すなわち，品質管理，コスト管理，スケジュ

ール管理，安全管理等を総括した形で生産性管理を実施してゆくことが求められる. これは，何

が“製品”となるかの相違によるものである．建設プロジェクトにおける製品は完成建造物であ

ると共に、品質，コスト，そして時間の“管理内容”そのものも“製品”の範疇となってくる.

また、建設プロジェクトでは労働者、建設機械といった生産性管理の対象物が、日々、あるいは

時間と共に移動するといった条件下で生産性向上を捉えてゆかねばならないことになり、データ

の収集もこいった条件に迅速に対応して行かなければならないことになる。 
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2.2. 我が国の建設産業における生産性管理データ 

2.2.1. 公共工事の標準歩係 

 

国土交通省所管の工事積算に使用される土木工事標準歩掛（以下，標準歩掛という）は，土木

施工の実態からみて標準的な施工が行われた場合に必要となる技術者や作業員の人数等を表した

労務量，鉄筋やコンクリート等資材の使用量，ブルドーザー，クレーン等建設機械の作業量等の

諸量の標準的な値を表したものとして位置付けられている。1996 年現在で 126 工種について標準

歩掛が制定されている．その制定にあたっては，多数の施工現場の実態把握調査を実施し，求め

られた平均値をもって標準的な必要量，すなわち標準歩掛として設定する方法がとられている．

標準歩掛の代表的な例としてアスファルト舗装作業歩掛を表に示す．当該作業を実施する際に直

接必要となる費用は，各工数に作業量と単価を乗じた金額の合計となる．なお，土木工事標準歩

掛以外の主な歩掛として，建築工事標準歩掛（旧建設省）土地改良事業等請負工事標準歩掛（旧

農林水産省），港湾土木請負工事積算基準（旧運輸省）等が挙げられる． 

 

アスファルト舗装作業歩掛 （１００ｍ2・一層当り）

世話役 人
特殊作業員 人
普通作業員 人

アスファルト混合物 ｔ
アスファルト乳剤 Ｌ

アスファルトフィニッシャー運転
ロードローラー運転
タイヤローラー運転

諸雑費率 ％

アスファルト舗装施工幅（ｍ）
３．０ｍを越え５ｍ以下

ｈ 0.33 0.45 0.51

0.32
0.32

タックコート：42.8，プライムコート：126

タックコートの場合：2，プライムコートの場合：4

100×厚さ（ｍ）×設計密度×補正係数

0.04
0.21
0.21

0.06
0.29
0.29

0.07
（修繕工事等）

作業スペースが狭い
単位

（バイパス等）
作業スペースが広い 作業スペースが標準

（１車線程度）
名称

作業区分

 
注）1．アスファルト混合物の補正係数は，改築工事：1.08，維持修繕工事：1.12 とする． 

2．諸雑費は，アスファルト乳剤の散布，舗装器具および型枠，加熱燃料等の費用であり，労

務費，機械損料及び運転経費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する． 

 

2.2.2. 科学的根拠の伴った数値に裏づけされた生産性 

上述で示したように，土木工事標準歩掛，建築工事標準歩掛（旧建設省）土地改良事業等請負

工事標準歩掛（旧農林水産省），港湾土木請負工事積算基準（旧運輸省）といった書物にも，作

業毎の標準的な歩掛が数値として出されている．確かに，歩掛の定義の文中に「現在の我が国に

おける土木施工の実態からみて標準的な施工が行われた場合に必要・・・」表現されている. だ
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が，標準歩係は直接的に工事現場の作業状況を把握して見出したものではなく、実態は，（財） 

社会経済生産性本部等からえたデータを用いて設定している。以下、（財）社会経済生産性本部

への質問と、その回答を示す. 

  

質問：貴財団が示す生産性データの根源はどこか。また，自分達で実際に生産性データを取得

している場合，どのようにして収集しているのか。 

回答： 

(1) 定期刊行物である季刊生産性統計，労働生産性月報の原データは，産出量：経済産業省の「生

産・出荷・在庫指数確報」の生産指数および「第 3 次産業活動指数」の活動指数投入量：厚生

労働省の毎月勤労統計調査の常用雇用指数および労働時間指数を用いている． 

(2) 建設業の産出量については「第 3次産業活動指数」の中に全産業活動指数というものがある。

その中に建設業活動指数というものがあり、これを用いている．投入量は(1)と同じ． 

(3) その他の方法による計測 

上述は物的労働生産性であり，他に付加価値労働生産性が考えられる． 

1)マクロ的な「国民経済計算」の付加価値および就業者数を用いる方法． 

2)「国民経済計算」では就業者の兼業者は二重計算になっているで，水準を比較するのであ

れば【労働力調査】の就業者を用いた方が良い 

3)「日経経営指標」などを用いれば企業ベースの測定ができる． 

 

質問：建設業について，産出量，投入量ともに各省庁およびその他の公的機関が発表されてい

る値を用いているという話だが，これは実際に現場での生産性データを基にしたものか． 

回答：全産業活動指数の注に，「建設業活動指数」は建設総合統計(出来高ベース：国土交通省)

により試算しているとあり、他省庁のデータを活用しているということになる． 

 

これらの質疑応答から判断すると、現場での実質的データに基づき標準歩掛を設定していると

は考え難い．公共工事に用いられている“標準歩係”とは、いかのる意味を持った“標準”なの

であろうか。実際の作業の生産性データに基づいた値でないとすると、“標準歩係”の信頼性は

どの程度のものかが疑問となってくる。通常、公共工事の予定価格は“標準歩係”を用いて算出

される。“標準歩係”の信頼性を高めるには、科学的手法による実作業の生産性データの収集･

分析が必要となってくる。 
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2.3. 生産性に関わる用語の定義 

生産性の種類 －財団法人 社会経済生産性本部より引用－ 

 

1) 労働生産性（Labor Productivity） 

 労働生産性は，労働を投入量として産出量との比率を算出したもので，労働者１人あたり，あ

るいは労働者１人１時間あたりの生産量や付加価値で測るのが一般的． 

 労働生産性は，国民経済全体でみた生産性と，特定の産業，業種，企業の生産性とに分けられ

る．また，労働投入量に対する産出量を重量や個数で示した場合を「物的労働生産性」といい，

産出量をその時点での価格で示したものを「価値労働生産性」，さらに付加価値を労働投入量で

除したものを「付加価値労働生産性（Value Added Productivity）」と呼んでいる．社会経済生産性

本部が 1958 年から発行している『季刊生産性統計』『労働生産性統計月報』は物的労働生産性を

産業別，業種別に測定したものである． 

 

（労働生産性の関係式）   物的労働生産性＝生産量÷従業者数 

   価値労働生産性＝生産額÷従業者数＝（生産量×製品価格）÷従業者数 

                   ＝（生産量÷従業者数）×製品価格 

                   ＝ 物的労働生産性  ×製品価格 

   付加価値労働生産性＝付加価値額÷従業者数 

            ＝（生産額÷従業者数）×（付加価値額÷生産額） 

            ＝ 価値労働生産性  × 付加価値率 

            ＝ 物的労働生産性  × 製品価格 × 付加価値率  

 

2) 資本生産性（Capital Productivity） 

 資本生産性は，資本を投入量として，資本ストック１単位あたりの産出量を示したもの．通常，

機械や設備等の有形固定資本と生産量との比率で示され，機械，設備１単位あたりの生産量，運

転時間あたりの生産量などの形で測定される． 

 

（資本生産性の関係式） 資本生産性＝生産量÷有形固定資産 

  この式は次のように展開できる． 
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生産量÷有形固定資産 ＝（生産能力÷有形固定資産）×（生産量÷生産能力） 

＝ 固定資産 1 単位あたり生産能力× 稼働率 ………① 

生産量÷有形固定資産 ＝（生産量÷従業者数）÷（有形固定資産÷従業者数） 

＝ 物的労働生産性  ÷ 労働装備率 …………② 

①及び②より 

物的労働生産性      ＝労働装備率×固定資産１単位あたり生産能力×稼働率 

             ＝労働装備率×資本生産性 

 

3) 要素生産性（Total Factor Productivity） 

 全要素生産性は，労働生産性や資本生産性のような個別の生産要素の生産性ではなく，労働や

資本を含むすべての生産要素を投入量とした場合の産出量の関係を示したもの．全要素生産性を

直接計測することは難しいので，実際は，産出量の変化率に対して，資本および労働投入量の変

化率が貢献している部分との差として計測されることになる．この差（全要素生産性）は，通常，

「技術進歩率」と呼ばれており，イノベーションやそれによって引き起こされる労働や資本の質

的向上，経営の効率性などを反映したものと理解されている．社会経済生産性本部では，わが国

の上場企業について付加価値ベースの全要素生産性を測定している（『上場企業の生産性分析』

（2001 年 7 月））． 

 

4) 国民経済生産性（GDP per person employed） 

 国民経済生産性は，国の経済全体の生産性を示した指標である．産出量としての国内総生産

（GDP＝付加価値）を投入量としての就業者総数で除したもの．これも労働生産性の一つで，付

加価値労働生産性を示した指標である． 

 なお，就業者総数の代わりに，人口総数を投入量とした場合（人口 1 人あたりの GDP）は，国

民の生活水準を示す「国民経済福祉指標（豊かさ指標）」として用いられることがある．社会経

済生産性本部が 1989 年から毎年 1 回発行している『労働生産性の国際比較』は，購買力平価でド

ル換算した各国 GDP をそれぞれの就業者総数で除すことによって国民経済生産性を測定し，国際

比較したものである．同時に，国民経済福祉指標の国際比較も行っている． また，県内総生産

（付加価値）を就業者数（投入量）で除した国民経済生産性の各県版ともいえる県別の付加価値

労働生産性についても産業別に測定している（『県別生産性比較』（1997 年 11 月））． 
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2.4.  研究実施計画の大要 

2.4.1. 労務生産性管理データの収集・分析 

工事遂行資源には労務、建設機械、材料の三要素がある。プロジェクトの生産性管理を行

うためには、この三要素の動向を適格に把握しなくてはならない。本研究では、三要素の内

の“労務”に焦点を会わせ、その生産性管埋データの収集・分析方法を探究することにした。 

 

2.4.2. 労務生産性管理データの収集・分析方法 

研究対象とした生産性管埋の構造は以下のようにする。 

1) 本研究は、生産性管理の第一段階として一般に用いられる、一単位の仕事量を終了するた

めにどれだけの労働力が使用されたかを測定し、これを生産管理データとする。“使用され

た労働量の適否”に関する分析は生産性管埋の第二段階での研究対象とした。 

2) 生産管理データの収集・分析は職種別（土工、鳶、大工、鉄筋工等、100 種程度まで入力

可能）、役職別（現場監督、職長、熟練工、一般工等、10 種程度まで入力可能）のデータま

でとし、個々の労働者（固有名詞）の生産性分析は行なわない。 

3) 労働者一人一人に超軽量の発信装置（ペンダントタイプ）を装着させ、労働者の動きをリ

アルタイムで受信可能にする。収集した労務生産性データは、工事現場事務所に設置した設

備に集積され、生産性分析としてアウトプットできるようにする。 

建設プロジェクトでの生産性管理分析は、以下の内容のデータを把握する必要がある。 

 

① 個々の作業者が、 

② 何時から何時まで、 

③ どの作業( = 何処で)を、 

④ どのような状況で 

 

作業に従事したかを把握しなければならない。したがって、この 4 項のデータを定量的か

つ科学的に収集・分析する技術を必要となる。今回の研究では、第 1 項目から第 3 項目まで

のデータを収集する事とし、第４項目については、第二段階での研究に委ねることにする。 

すなわち、図 2-1 に示すように、無線装置によって、各作業者がどのゾーンに何時から何

時まで（どのようにして）居たかを自動的に測定し、そのデータを現場事務所に送り、これ

を分析し、生産性管理データとして蓄積する装置を開発することを目的とする。 
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図 2-1 システム構成図 

 
2.4.4. 必要測定システムの開発 

 
生産性管理データを収集し、分析し、蓄積する一連の作業を自動的に行なえるシステムと

して以下の装置を開発する必要がある。 

 

① 位置評定及び通信装置の開発 

プロジェクトの現場で各作業に携わる作業者の作業位置とその時間（Time Stamp）を瞬時に、

かつ継続的に計測し、そのデータを基地局に送るための装置。各作業員のヘルメットに装着

した発信機が送る電波を、各ゾーンに設置した受信機で受信し基地局に設置したコンピュー

ターに集積する仕組み。 

② データ分析システムの開発 

基地局のコンピューターに集積されたデータを分析し、生産性管理データとして蓄積するシ

ステムの開発。 

③ 動作検出技術（第二段階での研究） 

各作業者がどのような状況で当該作業に携わっていたかを検出するシステム。例えば、直接

的に生産性に寄与する動作を行なっていたか、移動していたか、動作をせず休んでいたか等

を見分ける装置で、発信タグに加速度計を内蔵し、各労働者の動きを検出するシステムを考

える。  

作業Ｂ

基地局

　　ゾーンＡ 　　　ゾーンＢ
無線装置
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3．生産性管理データの収集と分析に関する研究 

 生産性管理データの収集･分析を行なうために必要な無線情報送信システムについて、適合

する既存のシステムを調査した。その結果、2 種類のシステムを見出すことができた。以下、

それらのシステムについての考察を述べる。 

3.1.  RFID システム概要（NTT－AT） 

3.1.1. 概 要 

位置管理システム（以降，本システム）は，微弱無線を利用してアクティブ型 RFID（Radio 

Frequency Identification）が付与された人や物の位置を検出し，エリア情報とともに DB（Data Base）

化するものである．サービス提供用のサーバ等と連携することにより位置情報と連携したサービ

スを開発，提供することを可能になる． 

3.1.2. 構 成 

1) 全体構成：位置管理システムは，「位置管理サーバ」「位置検出サーバ」「RFID タグ／リー

ダ部」から構成される．全体構成を下図に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

位置検出サーバ 
・RFID ﾀｸﾞ/ﾘｰﾀﾞ部の制御 

・検出した位置情報の 

ﾊﾟｹｯﾄ化 

・各種 RFID ﾀｸﾞ/ﾘｰﾀﾞ 

（ﾊﾟｯｼﾌﾞ型含む）に対応(将来) 

位置管理サーバ 
     ・検出したﾀｸﾞ ID/ｱﾝﾃﾅ ID を 

ｴﾘｱ情報（ｘ座標，ｙ座標）にﾏｯﾋﾟﾝｸﾞ 

     ・ｻｰﾋﾞｽ提供用ｻｰﾊﾞとのｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ 

     （API によるｶｽﾀﾏｲｽﾞ可能） 

本ｼｽﾃﾑの 

提供範囲外 

アクセスポイント 

IEEE802.11a/b 

ｻｰﾋﾞｽ提供用のｻｰﾊﾞ等 
・識別 ID（人,物）

・ｴﾘｱ（ｘ，ｙ） 

・時刻 

・ﾀｸﾞ ID 

・ｱﾝﾃﾅ ID 

・時刻 

Antenna 2

Ether 接続部 

Area 2 

Area 3

Area 4

Area 5

床 

User A 
Notebook PC

Tag 2 

PDA
Note PC

・ﾀｸﾞ ID 

・ｱﾝﾃﾅ ID 

ＲＦＩＤタグ/リーダ部
微弱無線を利用してｱｸﾃｨﾌﾞ型

RFID ﾀｸﾞが付与された人や物 

の位置を検出する． 

HUB 等

IPv6 網 

Tag 1 

この部分のｲﾝﾀﾌｪｰｽ 

・ｺﾏﾝﾄﾞ / ﾚｽﾎﾟﾝｽ 

・ﾃﾞｰﾀﾌｫｰﾏｯﾄ 

・API 

は、開示されるのでこ

ちらの要求により組み

込む事が可能． 

Antenna 4

Antenna 5

Antenna 1 

Area 1 

Antenna 3

図 3-1 位置管理システムを利用した構成例 
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2) 位置管理部 

(1) 位置管理サーバ（Location Manager） 

位置検出サーバから報告された RFID 情報をエリア情報にマッピングして，管理する為のサー

バである．RFID 情報をどのエリアにマッピングするかのテーブルは，管理者が画面から設定可能

な機能を有している． 

 

 

 

入出力 データ 

入力（位置検出サーバ） タグ ID，アンテナ ID 

出力（サービス提供用サーバ等） タグ ID，エリア情報（X 座標，Y 座標），タイムスタンプ 

 
 

(2) インタフェース仕様の開示 

サービス提供用サーバ等と位置管理サーバ間のインタフェース（コマンド／レスポンス，デー

タフォーマット，API）は，開示されるので本システムを改善し，組み込み事が可能である． 

 

3) 位置検出部 

(1) 位置検出サーバ（Location Detection System） 

RFID タグ／アンテナ部から報告された RFID 情報を処理する為のサーバである．RFID 情報を

アンテナ ID にマッピングして，時刻情報を付与し位置管理サーバに報告する．RFID リーダの設

定は，管理者が画面から設定可能な機能を有している． 

 

 

 

入出力 データ 

入力（RFID ﾀｸﾞ/ﾘｰﾀﾞ部） タグ ID，アンテナ ID（IP アドレス） 

出力（位置管理サーバ） タグ ID，アンテナ ID，タイムスタンプ 

 

(2) 拡張性 

本製品の位置検出部は，各社の RFID タグ／リーダ部に拡張可能な構成となっている．表 4－3

に現在対応している RFID タグ／リーダ部と将来対応予定の形状を示す． 

 

 

表 3-2 位置検出サーバの入出力 

表 3-1 位置管理サーバの入出力 
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(3) RFID タグ／リーダ部の構成 

RFID タグ／リーダ部の構成を図 3-2 に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成 説明 

RFID タグ 微弱無線帯を使用するアクティブタイプ 

タグ ID を送信する． 

RFID リーダ 上記タグを検出するリーダ 

RS-232C で情報を送出する． 

アンテナ リーダに取り付けるアンテナ（2 本 1 組） 

延長ケーブル アンテナの延長ケーブル（SMA 形状） 

Ether 制御部 RS-232C 情報を Ether フレームに変換して IP ネットワークに送

出する． 

その際に付与される IP アドレスでタグ ID を検出したリーダ（ア

ンテナ）を特定する． 

構成 説明 状況 

RF Code 社 Spider 微弱無線帯を使用するアクティブタグ 対応中 

NTT-AT 社 開発品 床面にリーダを引き詰める方式により 

高精密度を実現するアクティブタグ 

開発中 

IC カード ISO/IEC14443 に対応した 

近接型 RFID（IC ｶｰﾄﾞ） 

検討中 

無線タグ ISO/IEC15693 に対応した 

近傍型 RFID（無線ﾀｸﾞ） 

検討中 

Ether 接続部

RFID リーダアンテナ 

延長ケーブル

位置検出サーバーへEthernet 
10/100Base-T 

RFID タグ 

SMA 

RS-232C

表 3-4 RFID タグ／リーダ部の構成 

図 3-2 RFID タグ／リーダ部の構成 

表 3-3 RFID タグ／リーダ部 対応一覧 
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4) 仕様 

本システムの仕様を以下に示す． 

 

（1）位置管理サーバ（Location Manager） 

 

 

  内容 

PC 本体 本体 AT 互換機 

 CPU Pentium 4 2.4GHz 以上 

 必要メモリ 512Mbyte 以上 

 ハードディスク空容量 100Mbyte 以上 

 ディスプレィ 解像度 1280×1024 ドット以上 

 接続インタフェース RJ-45（Ethernet 10/100Base-T）×１Port 

ソフトウェア OS 日本語版 Microsoft Windows XP Professional SP1 

 プロトコル IPv6，TCP，UDP 

 アプリケーション 位置管理サーバプログラム 

 

 

（2）位置検出サーバ（Location Detection System） 

 

 

 

  内容 

PC 本体 本体 AT 互換機 

 CPU Pentium 4 2.4GHz 以上 

 必要メモリ 512Mbyte 以上 

 ハードディスク空容量 100Mbyte 以上 

 ディスプレィ 解像度 1280×1024 ドット以上 

 接続インタフェース RJ-45（Ethernet 10/100Base-T）×２Port 

ソフトウェア OS 日本語版 Microsoft Windows XP Professional SP1 

 プロトコル IPv4，IPv6，TCP，UDP 

 アプリケーション 位置検出サーバプログラム 

 

 

表 3-5 位置管理サーバ（Location Manager） 

機能 

機能 

表 3-6 位置検出サーバ（Location Detection System） 
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（3）RFID リーダ （製品名：RF Code 社 Spider） 

 

 

 

機能 内容 

受信周波数 303.825MHz 

アンテナ ヘリカルアンテナ 2 本（標準） 

通信距離 最大約 20m（標準アンテナ使用時）※１ 

（本システムでは出力調整により半径 2m で使用） 

通信距離調整 内蔵アッテネータにより 8 段階に調整可能 

複数タグ同時認識読

み取り 

可能 

最大同読み取り数 500 個（7 秒間隔(標準)送信タグ時） 

1000 個（15 秒間隔送信タグ時） 

機能 

タグ存在監視機能 可能 

状態表示 LED 3 個（電源，読み取り，充電中） 

通信規格 RS-232C 

接続形式 DSUB-9 ピン 

通信速度 9600bps, 19200bps, 38400bps（内部 DipSW で設定） 

通信方式 全二重調歩同期式 

データ長    ： 8 ビット 

パリティ    ： なし 

ストップビット ： 1 ビット 

フロー制御 RTS/CTS（ハードウェア制御） 

上位通信

機能 

伝送データ ASCII 文字列＋改行（CR） 

電源 AC100-240V（AC アダプタ使用），12VDC 

充電池内蔵 

外形寸法 127mm（W）×122mm（H）×38mm（D）（突起部除く） 

質量 約 450g 

 

 

※１．設置条件により変動する可能性あり． 

 

 

 

 

 

表 3-7 リーダ部 
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（4）RFID タグ （製品名：RF Code 社 Spider 専用 Tag） 

 
 

 

機能 内容 

送信電波 周波数：303.825MHz, 微弱対応（500μV/m @3m） 

最大 ID 数 約 40 億（アルファベット 7 桁） 

ID 書き込み 工場設定 

ID 送信間隔 標準 7秒（最短 0.2 秒） 

電源 コイン型リチウム電池 1個（電池交換可能） 

電池寿命 室温，7秒間隔(標準)送信時で約 3年間 

   0.2 秒間隔送信時で約 5ヶ月 

保護構造 なし（日常生活防水対応可能） 

外形寸法 32mm（W）×62mm（H）×12mm（D） 

質量 約 20g 

 

 

 

(5) Ether 接続部 （製品名：センチュリー・システムズ社 FutureNet FA-11） 

 

 

 

機能 内容 

ネットワーク側インタフェース Ethernet（10BASE-T） 

RS-232 側インタフェース RS-232C，Dsub 9 ピンオス ×1 

メモリ フラッシュメモリ 1M バイト 

電源 5V 0.5A（MAX），AC アダプタ標準装備 

外形寸法 

（突起部除く） 

基板 ：85mm（W）×54mm（D）×20mm（H） 

ケース：100mm（W）×62mm（D）×28mm（H） 

重量 100g（ケース付） 

 

 

 

表 3-8 RFID タグ部 

表 3-9 Ether 接続部 
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3.1.3 動作概要 

以下に RFID タグを検出，非検出（検出しなくなった）場合の各ソフトの動作を示す． 

 

3.1.3.1. RFID タグの検出 

RFID リーダが RFID タグを検出し，位置検出サーバ，位置管理サーバが認識するまでを以下に

示す． 

 

①RFID リーダが RFID タグを検出する． 

②RFID リーダから位置検出サーバがタグ検出情報を取得し，画面に表示する．（図 4－5 参照） 

③位置検出サーバからタグ検出情報を位置管理サーバが取得し，画面に表示する．（図 4－6，

図 4－7 参照） 

④サービス提供用サーバに位置情報を通知する．その後はサービス提供用サーバによりサービ

スが提供される． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３．１．RFID タグ検出（位置検出サーバ）  

検出するとDetectになる 

図 3-3 RFID タグ検出（位置検出サーバ） 
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設定したエリアにユーザの

名前が表示される 

エリアにユーザのマーカが

表示される 

図 3-4 RFID タグ検出（位置管理サーバ，メイン画

図 3-5 RFID タグ検出（位置管理サーバ，Location Map 画面） 
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3.2. RFID システム概要（Alien Technology） 

Alien Technology 社製の RFID システムには二つのタイプがある．パッシブタイプ（Passive Type 

Tag）とアクティブタイプ（Active Type Tag）である．相違点は，タグ自身が電波を発するか発し

ないかであるが，基本的なシステムの考え方は上述に挙げた NTT-AT 社製の RFID システムとほ

ぼ同じである．よって，ここでは Alien Technology 社製のシステム概要（915MHz の Passive Type 

–Tag, Reader, Development kit-および 2450MHｚの Active Type –Reader, Development kit-）の詳細に

ついて述べる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3-1 RFID System 設置状況 

写真 3-2 Passive Type Tag の写真 
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915MHZ Passive Type 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 3-1 Passive Type Tag の概要及び性能
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資料 3-2 Passive Type Reader の概要及び性能
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資料 3-3 Passive Type Development kit の概要及び性能 
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2450MHZ Active Type 

 

 

 

 

写真 3-3 Active Type Tag の写真 写真 3-4 Active Type Tag の中身写真 

写真 3-5 Active Type system の設置状況 1 写真 3-6 Active Type system の設置状況 2 
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資料 3-4 Active Type Tag & Readerの概要及び性能 
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3.3. 実験概要および結果 

 上述でも説明したように，RFID システム（位置管理システム）は，微弱無線を利用して人や

物の位置を検出するものである．微弱電波の性質上，外部からの影響，例えば金属や人，建物な

どによって無線の方向性や検出距離，検出精度にいくらか影響を与える事が予想される．そこで，

外部からの影響がほとんどない自由空間における RFID システムの基本的な性能を把握し，基準

となる測定データが必要となってくる．これが分かると，最終的に建設現場で本システムを適用

した場合には，当初の機能を保持しているかどうかの比較・検討が可能となる． 

 

 

調査日：平成 15 年 11 月 4 日 

場所：工科大グランド（自由空間） 

天候：晴れ 

実験の目的：無線タグの交信ゾーン計測 

 

資料 3-5 Active Type Development kit の概要及び性能 

RFID System 基本性能測定実験 
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サンプル 

     Nanoscanner ( Alien Technology )  

2450MHz Active Type Tag は 1 種類 

915MHz Passive Type Tag は 2 種類(写真参照) 

 

・実験方法 1：自由空間 

１．工科大グラウンド（縦：110ｍ，横：74m）の中央に機器を設置する．（理由：公称最大 50m

近く検出するとあったため，中央部に設置すれば自由空間を確保でき，実験環境が確保可能） 

２．受信機を基準として，前方 180 度の範囲を測定する．（理由：機械の性質上，180 度の検出

範囲が限界） 

３．モニター画面（無線を受信しているかどうか判断できる）を見ている人とタグを持っている

人の二班に分かれる．モニター画面を見ている人は，タグを持っている人に指示を与えて前

後左右に動いてもらい．無線の指向性・検出範囲を測定する． 

４．検出範囲と検出範囲外の境界線を見つける事が出来れば，そのポイントに石を置き，目印と

する． 

５．以下，同様の作業を繰り返し，無線の指向性・検出範囲を目で把握できるようにする． 

６．最後に，基準とした受信機から石を置いたポイントまでの距離をメジャーで測り，範囲を決

定する． 

７．この作業を三回繰り返し，平均値を取った． 

 

 

 

 

写真 4－7 RFID System 基本性能測定実験 
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Active
In case of Level 8

3.10 

2.84
3.10

3.19

3.67

2.81

3.58

（Unit：ｍ）

2.5

3.5

・実験方法 2：建設現場 

 測定方法は基本的に自由空間で行った作業と同様．ただし，受信機の設置条件が異なること

を留意し，対応する必要がある．また，遠方への伝播可能性も考えられるため，離れた場所に移

動して確認する調査も必要である． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・実験結果 

交信ゾーンは下図のようになり，概ね以下のようなこ

とが言える． 

 

・Active は 12×4 (3～5) メートル 

・Passive は 2×0.75 (0.5～1) メートル 

 

１．屋外での交信ゾーン測定結果から Active で約 12×4    

メートル，Passive で 2×0.75 メートルが現在入手し   

たタグの実力値では無いかと考えられる．しかし，  

Active に関しては電池切れ，或いはその直前の可能 

性も高く，再度調査が必要である． 

２．外部条件の影響，例えばアンテナの背後やタグ近傍  

の鉄板の影響等，押さえておかなければならない条  

件が何点かある事も考慮に入れておく必要がある． 

写真 4－8 建設現場での実験風景 

図 4－8 基本性能測定実験結果の一例
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３．本来の建設現場での ID 管理には最低でも 30～50 個  

のタグが必要となるが，使用可能なタグが 2 個と少なかった．そのため，タグが複数存在し

た時の測定実験はできなかったが，今後こういった点も考慮に入れて，実験を行う必要があ

ると考えられる． 

４．Active & Passive 共に，建設現場においても自由空間の状況と変わらぬ結果を出した．よって，

本システムを建設現場内に適用しても，十分使用可能だと考えられる． 

 

3.4. RFID システムの評価 

 3 つの RFID システムを用いて，基礎的な性能を測定する実験を行った．その結果を纏めると

以下のようになる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）タグの値段に関して，例：「Passive Type Tag の値段を 10～50 円」と表現した．これは発

注個数，今後の需要等の変化により，随時変動するためこのように記してある． 

 

RFID システムは，上述に挙げた 2 社以外にも存在することが予想されるが，時間の関係上，本

研究においてはこの 3 つのシステムを利用して実験を行った．性能面，金額面，納期面，拡張面

を考慮に入れた結果，最終的には Alien Technology 社製の 2450MHz System (Active Type)を採用

することとした．その理由は，値段も手頃な上，性能面で他の二つより勝っていたことが最終的

な採用へと繫がった．しかし公称では，最低でも 30ｍの範囲ならデータを検出可能とあったので，

何故実験では所定の機能が保てなかったのか，今後検討する必要がある．理由は，金額面および

NTT-AT 

915MHz System (Passive Type) 2450MHz System (Active Type) 304MHz System (Active Type)

公称交信可能ゾーン 3～5ｍ 30～50ｍ 10～20ｍ

実験結果 1.5～2ｍ 12～13ｍ 3～3.5ｍ

タグの値段 10～50円 3.000～5.000円 5.000～8.000円

システム全体（受信機含む）の値段 60～70万円 60～70万円 110万円

納期面 納期 1～2ヶ月 1～2ヶ月 1～2ヶ月

拡張面 データ処理方法 今後開発予定 今後開発予定 EXCELを用いたデータ管理システム有

Alien Technology

性能面

金額面

表 4－10 各システムの実験結果比較表 
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現場作業員の環境面にある．例えば 10×5ｍの面積で作業している人の生産性管理データを収集

したい場合，Alien 社が出す Active Type の性能が公称どおりであれば，一個で十分対応可能であ

る．しかも装置が一個で済むため，それほど作業環境を邪魔することはない．こういったことか

ら，様々な角度からこの装置を検討することは必要なことである． 

 また，機器を購入する前に所要の機能をチェックするため，2 週間のレンタルをした．その

期間内で実験するには限度があったため，購入後は所見で挙げたような視点から，より詳細に機

器の性能を把握する必要がある． 

追加： 

最終的には，Alien Technology 社（Active Type and Passive Type）と NTT-AT 社（Active Type）

の 2 社が提供する RFID システム（Radio Frequency Identification）に絞り込んだ．基本性能把握実

験を通して二つのシステムを比較した結果，会社側からの公称では機能面に大差はなかったにも

関わらず，実際に使用すると Alien Technology 社の方が NTT-AT 社を性能面で上まっていた．加

えて，価格面でも Alien Technology 社の方が安かったため，初期投資の面からも前者の方がこち

らの要求をほぼ満たしていた．翻って，収集したデータを必要な情報に変換するシステム－拡張

面－に関しては，NTT-AT 社の方が既に装置と連動させてシステム化されていたが，この部分は

著者を含む共同研究者で新規に開発して，対応することが可能と考えられた．よって，最終的に

は Alien Technology 社の RFID システムを導入することとした． 

次に，この Alien Technology 社の RFID システムを用いて自由空間で実験を行った．理由は，

RFID システムの性質に関係している．Tag 自体（Active Type）及び受信機（Passive Type）から微

弱電波を送信・受信して測定する技術なため，外的要因（鉄，人，鋼材等）によってその性能が

変化することが懸念された．そこで，事前に何の影響を受けない環境（自由空間）で実験を行い，

システムの基本的な性能を把握した． 

自由空間において RFID システムの基本的な性能を把握した後，次に建設現場で適用し，どの

程度このシステムが影響を受けるのか検討した． 

 最終的に建設現場にも適用可能となるが，問題は本装置で収集される生産性管理データだけで

は，モニタリングしているエリアの作業員の個人作業活動－誰が，いつ，どこで，何をしている

等－を特定することができない．そこで，CAD で作成される設計図面データと RFID システムで

収集される生産性管理データをそれぞれ共通の DXF（Drawing Interchange Format）形式で保存し，

RFID システムにより得られる生産性管理データをプログラミング技術によって CAD データ画面

に反映させ，作業員の位置等，個人作業活動を把握できるような技術を検討した． 



 

  28  

 

無線タグ（RFID）システム

＜構成図１＞

無線タグ無線タグ

受信機

無線タグ無線タグ

無線タグ無線タグ

無線タグ無線タグ

PC

制御プログラム
データベース
登録情報

シリアル接続

IDログ

エクセル形式ログ

PC内の処理

無線タグ（RFID）システム ＜システムのイメージ図例＞

無線タグ B

受信機1

イーサネット

データベース

受信機2 受信機3 受信機4

受信機5
受信機6

受信機7 受信機8

受信機9 受信機10 受信機11
受信機12

受信機13 受信機14 受信機15 受信機16

無線タグ C

無線タグ A

受信半径

管理ソフト

管理サーバ

HUB(スイッチ)

・「受信機６」のエリアに「無線タグ
A」と「無線タグ B」が存在

・「受信機１１」のエリアに「無線タ
グ C」が存在

＜リアルタイム情報＞

※各受信機はイーサネット接続してデータを送信

※各受信機の受信半径は約１ｍ～１５ｍの範囲で
変更可能（但し、ある程度誤差がある）

※各受信機は受信半径内に無線タグが存在し
ているか否かの判断しかできない。（各受信機
は無線ICタグとの距離を測定できない）

6:A,B

11:C

図 5－9 RFID システムのイメージ図 

図 4－10 収集データ処理例（拡張面） 
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3.5. 実現場適用可能性の検討 

 自由空間における測定結果と，建設現場内で行った実験結果では大差はなかった．この結果

は，3 つの RFID システムどれも同じ結果が得られたため，当初恐れていた外部からの影響（鉄筋，

作業員等）はそれ程なかったといえる． 

 以上より，本システムを現場に適用しても安定したデータを収集できると考えられる．つま

り，現場での適用可能性は十分高いと思われる．しかし，その前に RFID 自体のシステムをより

精度高いもの仕上げる事がこの研究を成功させる大きな鍵である． 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

現場内写真１ 現場内写真２ 

実験装置 モニター画面 

実験状況写真２ 実験状況写真１ 
写真 4－9 建設現場内における実験風景 
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作業Ａ 作業Ｂ

3.6. 課題の整理 

 諸実験を通して，精度の高い生産性管理データ収集・分析する技術の確立を成し遂げるには，

以下の課題が明らかになった． 

 

(1)  生産性管理データ収集装置の機能向上への検討 

(2)  装置の値段（Tag, 受信機，ソフトウェア等を含む） 

(3)  測定サンプルが増えた場合（100 個とか 200 個），十分機能するかの検討 

(4)  検出範囲内に ID を持った作業員が入ったときには反応するが，どのような状態で作業をして

いるのかを特定するまでには至っていない． 

 

(1)、(2)、(3)に関しては，Alien Technology 社との交渉，実際に実験を行うことで対応は可能

だが，(4)に関しては，以下のような方策が考えられる。 

 

3.6.1. Active タグを使った作業区分及び生産性分析区分の考え方 

前提条件：広いヤード内に複数の受信局（基地局）があり，その間において Active タグを保持

する作業者が自由に移動している状態で，各々の軌跡と作業内容及び生産性分析区分を追跡する

方法 

 

作業区分は右図の様に考える．その際，考えられる無線

設備は下図のようになる． 

作業場の数に応じ，各々に受信機（各々は約１５メート

ル四方位か）し，センターに基地局を設置し，その間を無

線ＬＡＮ或いは有線で接続する． 

 

そこで，無線タグにＧセンサーを付加し，その場所とセンサー情報から作業区分及び作業

中と手待ち，或いは休憩等の生産性分析区分判定を行う．又，場所の重複部分の判定は単位

時間当たりの受信回数にて判定する． 

 

3.6.2. 今後の要確認事項 

１．Ｇセンサー付きタグ 
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作 業 Ｂ

基 地 局

　　受 信 機 Ａ 　　　受 信 機 Ｂ
無 線 ＬＡ

２．Ｇセンサーのデータと生産性分析区分の相関度 

３．位置データとＧセンサーの組み合わせによる精度向上の可能性 

４．受信機と基地局との接続方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

このシステムの考え方は，二つの考えの組み合わせである．RFID システムで，ある範囲

内における生産性管理データを検出する．その時は，まだある範囲内に ID を持った作業員が

存在しているという情報だけしか分からない．しかし，この機能にグリッドおよび G－セン

サーの機能を組み合わせることにより，誰が・どこで・何をしているのか，という情報を取

得できる．例えば，作業員 A がグリッドの（１，A）の場所にいたとする．もし，作業員 A

が（１，A）から（１，B）に移動したら，二つの機能組み合わせにより特定することが可能

である．また，G－センサーを用いることにより，具体的に作業員が何をしているのか判定で

きる．それには，休憩の時の波形，物を運んでいる時の波形といったような部分で判断でき

るのである．G―センサーは，振動や重力によって反応するため，その反応が波形となって現

れてくるのを利用した考えである． 

Receiver3

Wireless tag A

Receiver3

Wireless tag A

Receiver1 Receiver2

Receiver4

Receiver1 Receiver2

Receiver4

RFID system

A

B

1 2

(1,A) (2,A)

(1,B) (2,B)

Grid + G-censer
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4．生産性向上のためのデータ収集と蓄積 

 

2.4.で述べたように、今回の研究では各作業員がどの作業にどの程度携わっていたかを把握

し、生産性管理データとして蓄積する装置の揮発を目標としてシステム開発研究を行った。

本来の生産性管理デートとは、余分な作用活動や生産性に寄与していない作業員の動向を排

除したものであり、各作業者がどのような状況で当該作業に携わっていたかを検出するシス

テムを備えていなければならないことなる。装置の開発の前に、生産性と作業員の動作の関

連を分析し、関連付けておかなければならないことになる。例えば、直接的に生産性に寄与

する動作を行なっていたか、作業箇所を変わるために移動していたか、材料や工具等を運ん

でいたか、図面や仕様書等を読む作業を行なっていたか、作業を定位しし休んでいたか等の、

作業状況を予めかテゴライズしておくことである。この指針によって各作業員の作業実態を

見分け整理することが可能となる。すなわち、作業構成要素区分と生産性分析区分の相関を

システムとして整理しておくと言うことである。作業構成要素区分と生産性分析区分の相関

を明らかにするため、筆者等が米国の否労働組合を用いたプロジェクトで行なった生産性向

上プロジェクトにて用いたワークサンプリング調査で用いたシステム活用することとした。

以下その内容の概要について記すことととのにする。 

 

4.1. ワ－クサンプリング調査技術 

統計的分析による品質や生産性管理手法の先駆者といえる米国に於いては，生産性レベルの測

定に関する多くの研究がなされている．ワ－クサンプリング調査法（Work Sampling Survey 

Method) は, 主に製造工場の生産ライン等を対象として使用されているものであったが，建設プ

ロジェクトに於いても最近広く活用されるようになっている.  

ワ－クサンプリング調査は，生産現場での非生産的な事象の発見を容易にし，しかもこれを定

量的に把握することのできる技術である．その方法は，生産現場を瞬間静止の画面状態として見

つめ，作業に携わる各労働者の動作や建設機械の運行を観察し，これを一定の間隔で継続して行

うものである．この方法により，各職種，各作業エリア，各時間帯，あるいはプロジェクト全体

と言った様々な形での統計的信頼性を伴った生産性分析が可能となってくる． 

このワ－クサンプリング調査基準は，在籍した企業の生産性向上推進部門が，テキサス州立大

学 (University of Texas : Austin, Texas) の研究グル－プの指導の下に構築したものである． 
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 (1) ワ－クサンプルの区分設定と定義付け 

ワ－クサンプリングとは，言葉のとおり作業動作の状況をサンプル（標本）として捉え採

集することであり，これを統計的に解析し生産性レベルの測定を行う．サンプリングの方法

は一定の間隔で作業現場を写真に収めてゆくタイムラプス写真分析 (Time Lapse 

Photography) によるものや，ビデオカメラを用いたもの等があるが, 本稿で述べるワ－クサ

ンプリング調査は，シンプル・ランダム・サンプリング（Simple Random Sampling )を用いた

ものである. この方法は特別な器具を必要とせず，建設プロジェクトのように日々作業の箇

所や状況が変化するものには適したものといえる. ワ－クサンプリング調査はいずれの場合

でも, その実施に先立ち, 採集されたサンプルの分類のために作業動作 (Activity) の区分と

定義設定を行っておく必要がある. 表 5.5.1. はその区分を示したものである．作業動作は，

表に示すように, まず生産性の面から捉えて区分けをおこなう．次に，これらを作業の構成

要素の面から捉えて区分する． 

ａ) 生産性分析区分と各項目の定義 

作業動作を生産性分析の視点で区分した場合，以下の 3 因子に区分する 

① 直接生産動作 (Direct Work): 生産性に直接的に結びつく作業動作． 

② 補助支援動作(Support): 生産性には直接結び付 

かないが，直接生産動作の補助・支援のための必要不可欠な動作． 

③ 作業遅延動作 (Delay): 直接生産動作や補助支援動作の進行を阻害し，遅滞させる動作． 

 
表 4-1 作業動作の生産性分析区分と作業構成要素区分 

-------------------------------------------------------------------------------- 

 生産性分析区分         作業構成要素区分        

-------------------------------------------------------------------------------- 

 1) Direct Work (直接生産動作) 1.Direct Work (直接生産動作)    

 ------------------------------------------------------------------------------ 

                  2.Read Plans/Instruction (図面や指示の確認動作) 

 2) Support (補助支援動作)    3.Travel   (作業員自身の移動動作)     

                   4.Transportation  (資機材の運搬動作)   

                 5.Tools/Materials  (工具／材料の準備動作) 

-------------------------------------------------------------------------------- 

                  6.Late Start/Early Quit (作業開始遅延／切上終了)    

 3) Delay   (作業遅延動作)      7.Waiting   (待 機)          

                  8.Personal  (個人的理由での作業遅延) 

                 9.Break    (定められた小休止・休憩) 

-------------------------------------------------------------------------------- 



 

  34  

ｂ）作業構成要素区分と各項目の内容定義 

作業構成要素区分の内容は以下のようになる． 

① 直接生産動作 （Direct Work） 

  工具，資材，機械等を用い工事の物理的な遂行に直接寄与する作業をおこなっている動作． 

・肉体的な作業動作：スコップでの掘削，溶接作業，手ハンマ－作業，鉄筋結束等の動作． 

・作業箇所にて作業をおこなっている間に工具や材料等を持ち上げたり，下ろしたりする動作． 

 ・作業場所での計測・測定をおこなう動作． 

 ・他の作業員が結束する鉄筋を支えているといった，材料や機械，工具等を持っている動作． 

 ・本設の資機材を正しい取りつけのための位置出，検査をおこなっている動作． 

 ・手袋，安全ベルト，ゴ－グル等，作業遂行に不可欠な装着品の脱着をおこなっている動作． 

 ・直接的な生産作業としての工具や機械の清掃動作． 

 ・エリアの引き渡しや，コンクリ－ト打設前等，作業完了時に行わねばならない清掃作業動作． 

 ・旋盤，クレ－ン, ブルド－ザ－等の建設機械を運転している動作． 

 ・クレ－ンへの合図，誘導等の動作． 

 ・配線や電線接合，機器据え付け等の動作． 

 ・運搬されてきた資機材を据付け等の前作業として取り扱っている動作．または，運搬や積降

ろし作業が直接契約作業となっている場合の作業動作． 

 ・検査，測量，監督等を担当する者が任務遂行のためにそれらの業務おこなっている動作． 

② 図面や指示の確認動作 (Read Plans/Instruction) 

直接生産動作 (Direct Work)に着手する，あるいは継続するための指示伝達の授受，及び仕様書

や図面等のチェックや確認の動作． 

  ・図面をチェックし，作業内容を把握する動作． 

  ・作業指示書を読み，作業内容を確認する動作． 

  ・作業内容を確認するためメモを作成する動作． 

  ・フォアマン，現場監督，検査担当者との１対１あるいはグル－プでの打合せ． 

  ③ 作業員自身の移動動作  (Travel)  

作業箇所から作業箇所へ資機材の運搬の目的ではなく，徒歩あるいは車両での人員の移動動作． 

  ・フォアマン，現場監督や検査員との打合せのため，現状作業箇所からの移動． 

  ・作業を終了し，新たな作業箇所への移動． 

 ・その他の理由により空手での移動． 
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  ④ 資機材の運搬動作  (Transportation)  

  ・作業の継続に必要な工具，資材，機械等を徒歩あるいは車両で運搬している動作．資材運搬

専任労働者以外の者による運搬動作． 

  ・仮置き場からの資機材の運搬動作． 

 ・倉庫からの工具や小資材の運搬動作． 

⑤ 工具／材料の準備動作  (Tools / Materials） 

 作業遂行に必要な工具，資材，機械の準備，および選定，収納等のための動作． 

・溶接作業等の機器，小資材の準備動作． 

・工具の取り出し，収納動作． 

・施工機械のセッティング動作． 

・資材整理，整頓のための動作． 

・安全管理のための諸器具取りつけ動作． 

⑥ 作業開始遅延／切り上げ終了 (Late Start / Early Quit)  

 作業開始の遅延，定められた終了時間前の作業打切り等，実質的に作業停止状況にある動作． 

⑦ 待機   (Waiting) 

作業遂行に必要な指示・命令や工具，資材，機械の準備の遅れ，故障等による待機，他の業

種の作業との競合，終了遅延，指示変更によって発生する待機動作． 

・他のグル－プの作業の終了を待っている． 

・資機材の到着を待っている． 

・機械の修理完了を待っている． 

・フォアマンやスーパーインテンデント等の指示を待っている． 

・ インスペクタ－の検査の終了を待っている． 

⑧ 個人的理由での作業遅延  （Personal） 

 指示された以外の作業員の個人的理由での作業動作又は作業休止動作． 

 ・決められた時間以外の小休止．暑さや疲労のために作業を休止している． 

・水飲場やトイレ等へ行くための作業休止． 

・特別な意味はなく，ただ作業休止している． 

・作業員の個人的な目的の作業を行っている． 

⑨ 定時間での小休止・休憩 （Break) 

  定められた時間での作業小休止・休憩． 
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(2) ワ－クサンプリングの方法と手順 

作業の生産性レベル測定のためにおこなう，ワ－クサンプリング調査はシンプル・ランダム・

サンプリング（Simple Random Sampling Survey)の手法を用いる．図 5.5.1. はその調査用紙と記入

例を示したものである. 調査方法と手順は以下に示す． 

① ワ－クサンプリング調査員を選出する．各作業要素区分を把握させ，作業員の動作を速やか

に分類できるよう訓練する．調査員は複数とし，測定の個人差を是正できるようにする． 

② 調査結果が後の分析や改善活動に適用し易いよう，調査エリア区分，職種区分，１日の調査

回数と時間帯（１時間程度の間隔）等を決定する．調査は２，３週間継続しておこなう． 

③ 調査員は調査対象の作業エリアに入ると同時に，作業要素区分に従い各作業員の動作を即座

（１，２分程度）に判別し,各ワ－クサンプルとして捉えた作業員の用紙に数を記入する． 

④ 調査用紙に記されたワ－クサンプルの数値を，あらかじめ作成しておいたコンピュータープ

ログラムにインプットする． 

⑤ 調査期間内のサンプルの集計結果を分析する．  

(3)ワ－クサンプリング調査の結果分析方法 

 コンピュータープログラムは以下のような出力帳票が得られるようにする.  

① 調査員別の調査結果を示す出力帳票 

② エリア別作業要素区分出力帳票 

③ 職種別作業要素区分出力帳票 

ワークサンプリング調査表 ; SIMPLE RANDOM SAMPLING SURVEY 
Craft Code    Date  /  /19  Day    Time  ;    Report by: 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
       Area  
No Activity        001   002     003   004    005   006       Total 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
 1 Direct Work      //// ////   //// ////    ////     ////      ////      //// 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
 2 Read Plan / Inst.    //// //    ////      /// 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
 3 Travel        /// 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
 4  Transport       /// 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
 5  Tool / Material.   //// 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
 6  L.S. / E.Q        // 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
 7  Waiting           /// 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
 8  Personal       // 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
 9  Break         // 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
   Total         
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
  Remarks：                                                     
                                        
―――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

      図 4-1. ワ－クサンプリング調査用紙とその記入例 
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④ 曜日別出力帳票 

⑤ 作業時間帯別出力帳票．その他． 

 

ワ－クサンプリング調査による生産性レベルの分析は以上のコンピュータ－出力帳票を用い，

下記のような，様々な観点から解析してゆく． 

① 全作業エリアの各作業要素項目の比率分布解析． 

② 作業エリア別作業要素項目の比率分布の解析． 

③ 職種別作業要素項目の比率分布の解析． 

④ 曜日別作業要素項目の比率分布の解析． 

⑤ 作業時間帯別作業要素項目の比率分布の解析． 

分析手順は，生産性区分項目のうちの補助支援動作 (Support)と作業遅延動作 (Delay)に属する

作業構成要素区分の動作項目の比率をいかに減少させるかであり，その方法を見出してゆく． 

① 各作業エリアごとに作業構成要素区分にしたがいワ－クサンプルの分布率を算出すると

共に，全作業エリアの平均値を算出する． 

② 調査員別ワ－クサンプリング結果の出力帳票を用いて各調査員の調査精度を検証する．偏

りのある調査結果が見出された調査員については，再度ワ－クサンプルの判定方法の指導

をおこなう． 

③ 生産性区分の補助支援動作 (Support)と作業遅延 動作 (Delay)に属する作業構成要素区

分の動作項目で，平均値より高い比率のものを摘出し，その原因を追求する． 
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4.2. 高度情報技術を用いた生産性向上分析に必要なデータの収集 

各作業員のヘルメットに装着した発信機に G センサー等を組み込み生産性向上分析レベル

のデータ測定に関する研究は今回の研究では着手していない。G センサーの組み込みは 3 次

元的にデータの収集・解析を行なうもので、上述のワークサンプリング調査と近い精度の生

産性管理データの収集と分析が可能となってくる。しかしながら、肉眼でデータを収集する

上述のワークサンプリング調査とは異なり、G センサー等の装置を装備することによって収

集可能な作業状況データは、下図の網目の項目までと考えられる。この程度の精度の分析で

であっても相当の生産性向上分析に役立つデータとなると思われる。また、G センサーの精

度を高め、各作業の特有な振動パターンを見出せば、さらに詳細な作業構成要素区分のデー

タも検出可能となると考えている。 

 

作業構成要素区分     固有振動波（概念） 

 

 

１．直接生産動作   

 

２．作業員の移動 

 

２．休息･待機 

 

 

表 4-2 G センサーによる作業動作の生産性分析区分と作業構成要素区分の検出 

6.Late Start/Early Quit (作業開始遅延／切上終了)

7.Waiting   (待 機)          

8.Personal  (個人的理由での作業遅延) 

9.Break    (定められた小休止・休憩) 

生産性分析区分 作業構成要素区分 

1) Direct Work (直接生産動作 1.Direct Work (直接生産動作) 

2) Support (補助支援動作) 2.Read Plans/Instruction (図面や指示の確認動作)

3.Travel   (作業員自身の移動動作)     

4.Transportation  (資機材の運搬動作)   

5.Tools/Materials  (工具／材料の準備動作) 

3) Delay   (作業遅延動作) 
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５．おわりに 

 

今回の研究では、比較的安価な市販の無線情報収集器機を用い、各作業員の位置を自動的

に検出するシステムの構築を試みた。研究結果では、作業員の作業位置確認はかのうである

ことが判明した。時段階の研究としては、各作業員の位置を CAD 画面に表示した図面上に表

すシステムの開発を試みている。このシステムが作成できると、ビジュアルに作業状況を捉

えることができ、データの分析精度も格段に向上することになる。また、今回の実験の結果

では、1 個あたり 3000 円程度の発信機で各作業員の位置を自動的に検出することが可能であ

るということがわかった。使用した無線情報収集器機は米国製のものであり、潜水艦内の乗

員位置検索を目的として製造されたものであった。 

研究を進め、生産性管理データの収集･分析という使用目的に合わせた無線情報収集器機の

開発を行なえば、測定の精度の向上、製造価格の縮減を可能にすることができると考えられ

る。新たな器機開発に関し、日本のメーカーに協力を得た結果、コスト縮減と精度の向上は

十分可能であることがわかった。 

本研究は、財団法人 日本建設情報総合センターの研究助成によって行なわれたものであり、

そのご厚意に感謝する次第である。当研究グループは、現在も、この研究の成果をもとに更なる

研究に取り組んでゆく計画である。
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